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子ども・子育て会議
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令和３年度～ 保育三団体各委員名

社会福祉法人 全国保育協議会副会長 森田信司
公益社団法人 全国私立保育連盟常務理事 望月昌幸
社会福祉法人 日本保育協会女性部長 山内五百子



令和３年度子ども・子育て会議(１)
日程 議事内容 発言要旨

６月
１８日
（金）

(1) 子ども･子育て
支援新制度施
行後５年の見
直しに関するフォ
ローアップについ
て

(2) その他

•地域区分の在り方については、隣接地域との差が大きくならないような形での更なる改善をお願いしたい。
•保育士や保育所等の魅力向上とその発信については、国としても魅力向上のため の情報発信やPRなど検討いただきたい。
•看護師等免許保持者類似の届出制度の導入は、別の有効な手立てがないかについても検討いただきたい。
•保育教諭の資格特例については、前向きな検討を願う。
•幼稚園教諭免許・保育士資格の一本化については、子ども庁の設立とともに、必要な検討を始めていただきたい。
•処遇改善等加算Ⅱの研修修了要件の必須化時期に関して、引続き、各自治体での研修が一層充実し、研修機会の確
保が十分になされるよう働きかけをお願いしたい。
•全国団体が開催する保育士等キャリアアップ研修について、国で一括して認定が受けられるよう、早急にご検討いただきたい。
• 「地方分権に関する提案募集への対応」の中の、保育所等の居室面積に係る基準について、「従うべき基準」から「参酌す
べき基準」への変更は、子どもの発達の観点から反対する。質の向上を目指している方向性とも逆行する。
•幼児教育・保育の無償化について、1号認定と2号認定における満3歳児の取り扱いの不整合の解決を期待する。
•新制度施行時の約束であった、量と質の向上のための0.3兆円超の財源確保を早急に実現していただきたい。

１０月
１１日
（月）

(1) 子ども・子育て
支援をめぐる課
題について

(2) その他

•保育者の処遇は、その責任に見合う評価が適正にされないまま、全産業の労働者との賃金格差が是正されていない。早急
な対応をお願いするとともに、保育の量と質向上のための0.3兆円超の財源確保も実現していただきたい。
•今まさに人口減少に直面し運営が厳しい施設も多くあり、定員割れに柔軟に対応することのできる定員管理や、少子化地
域に対応した公定価格の検討、加算要件の見直し等をお願いしたい。併せて、地方への移住支援体制を強化することが、
地域経済の活性化や人口減少の歯止めになると考える。国として積極的に進め、新たな国づくりの形としていただきたい。
•段階的な研修修了要件について、新設園や開園間もない施設が要件を満たすことができない場合も考え、猶予期間の設
定を検討いただきたい。また、都道府県での受講格差、新型コロナウイルス感染症拡大への懸念から、eラーニング等を活用
した研修受講機会を増やす、さらなる後押しをお願いしたい。
•処遇改善等加算Ⅰ及びⅡについて、自治体の理解に差があり、加算認定の遅れにもつながっている。FAQを理解しなけれ
ば判断できない仕組みの改善をお願いしたい。
• 1号認定子どもと２号認定子どもの満３歳児における無償化の取り扱いは、利用者にとって不合理な制度と考えている。さ
らに4月生まれと3月生まれでは、利用者負担額に11ヶ月もの違いが生じます。早急に解決していただけるようお願いしたい。
•子ども ・子育て支援新制度施行後５年の見直し等に基づく自治体の基幹業務等システムの統一・標準化の方向性につ
いては理解できる。十分な検証を行い委託費の支払いが遅れるなど保育現場が不利益をこうむることのないよう配慮願う。 3



令和３年度子ども・子育て会議(２)
日程 議事内容 発言要旨

１２月
８日
（水）

(1) 公定価格等に
ついて

(2) 基本指針の改
正について

(3) その他

• (公的価格評価検討委員会に向けて)公定価格について適正な評価がなされているのか疑問に感じるところがある。保育
所は「私立保育所の運営に要する費用について」で、内訳の一部が公表されているが、積み上げの詳細については非公表
である。積み上げ方式を基礎とした公定価格の設定が現状に合ったものなのか、職員の俸給表格付等含めて議論をお願
いしたい。
• 「地域における保育所・保育士等の在り方に関する検討会」取りまとめ(案)において、０歳～２歳までの未就園児家庭に
対する虐待・貧困等の課題も、今後国策として進めていく必要性を強く感じる。週１～２回程度の保育施設利用について
は、現行の一時保育事業とは別に新たな仕組みとして位置づけていただきたい。
•経済対策としての9,000円（3%)については全職員を対象としていただきたい。
•すでに人口減少地域では保育事業の維持さえ厳しくなっており、地域の子育て機能が失われる事態にもなっている。実態に
合わせた利用定員変更を可能とする対応、主任保育士専任加算等を受けるための加算要件見直しお願いしたい。
•定員増を伴わない施設整備、地方版子ども・子育て会議の活性化への後押し。

２月
１日
（火）

(1) 子ども・子育て
支援新制度に
関する予算案
等について

(2) その他

・保育士等給与３％程度（月額9,000 円）引き上げの保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業についてのご配
慮に感謝申し上げる。ただ、コールセンターに問い合わせを行っても、要綱及びFAQに書かれている事以外の質問については
回答が得られないとの話を聞いている。また、市町村で独自ルールをつくっているという話もある。早急な対応をお願いする。
・来年度の入所調整が各地域で始まっているが、入所児童の減少、特に0歳児の入所がかなり減少しているようである。特
定加算部分の要件について、要件を満たすことができず、加算が受けられなくなることにより施設運営に支障が出るとの見通
しを持つ施設長もいる。加算要件の緩和や、どの施設でも加算を受けられる要件の追加をお願いしたい。
・チーム保育推進加算については、保育所だけ「職員の平均経験年数が12年以上であること」とされており、「なぜ保育所だ
け」と疑問視する声が多数あがっている。その理由について明確な説明をお願いするとともに、要件の緩和をお願いしたい。
・その他、新型コロナウイルス感染症の対応について及び地方版子ども・子育て会議の活性化について等意見書を提出して
いる。ご参照願いたい。
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保育三団体協議会の取り組み
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R4幹事団体は全私保連



令和３年度 保育三団体協議会(１)

日程 議題

４月２３日（金） （１）行政説明（厚労省保育課・内閣府説明）
（２）保育三団体協議会要望活動の進め方について
（３）新型コロナウイルス感染症への対応について
（４）地域における子育て支援のあり方検討と児童福祉法改正の動きについて
（５）「こども庁」創設に向けた動きについて

６月４日（金） （１）保育三団体協議会予算要望書と要望活動の進め方について
（２）新型コロナウイルス感染症ワクチンの職域接種について
（３）自民党 性暴力防止プロジェクトチーム ヒアリングについて

６月１６日（水） （１）子ども・子育て会議（第57回）の議題等について（厚労省保育課・内閣府説明）
（２）令和4年度予算制度要望書について

７月７日（水） 三団体代表者による要望手交（厚生労働省・内閣府）

７月２９日（木） 保育三団体コア会議
（1）幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会について
（2）保育関係予算・制度等の緊急要望（案）～ポストコロナ社会を展望して～ について

８月１６日（月） （1）保育三団体協議会 緊急要望について
（2）文科省「幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会」を所管する幼児教育課との意見交換に向けて

１０月７日（木） （1）令和4年度保育関係予算・制度等に向けた要望について
（2）子ども・子育て会議（第58回）の議題等について（厚労省保育課説明）

１０月２２日（金） 三団体代表者による要望手交（厚生労働省・内閣府・財務省）

１１月１５日（月） 三団体代表者による要望手交（国会議員）
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令和３年度 保育三団体協議会(２)

日程 議題

１２月６日（月） （１）公的価格評価検討委員会への意見について
（２）子ども・子育て会議（第59回）の議題等について（厚労省保育課説明）
（３）「こども庁」について

１２月１７日（金） 保育三団体コア会議
（1）「こども家庭庁」について
（2）保育関係予算・制度等の要望書について

１月３１日（月） （１）保育士等の処遇改善について（各地域の情報共有）
（２）子ども・子育て会議（第60回）の議題等について（厚労省保育課説明）

３月１８日（金） （１）文部科学省幼児教育課（架け橋特別委員会）との意見交換
（２）令和4年度の保育三団体協議会運営について
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令和４年度 保育三団体協議会

日程 議題

令和4年4月13日 参議院自由民主党政策審議会 要望書手交 ※保育三団体資料１

令和4年4月18日 自民党社会福祉議員連盟 要望書手交 ※保育三団体資料１
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保育関係予算・制度に向けた要望

令和4年4月

保育三団体代表者連盟

１．子どもの最善の利益を考慮した福祉増進の為の環境づくり
（１）公定価格の充実
（２）保育の質・機能の向上のために
（３）安全・安心な保育の継続に向けて

２．「こども家庭庁」の創設にあたって

３．人口減少地域における保育施設への振興対策等の実施
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施設型給付費等に係る処遇改善等加算
Ⅱに係る研修受講要件について
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保育士・幼稚園教諭等処遇改善
臨時特例事業について
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平成25年度
（2013）

18.0%

16.0%

14.0%

12.0%

10.0%

8.0%

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

（改善率）

公定価格における処遇改善の推移

平成26年度
（2014）

平成27年度
（2015）

平成28年度
（2016）

平成29年度
（2017）

平成30年度
（2018）

令和元年度
（2019）

6.0%

4.0%

2.0%

0.0%

平成24年度
（2012）

2.85%
※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）

消費税財源以外

2.0%

2.85%
※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）

消費税財源

※H26人事院勧告
準拠（H26補正）

1.9%
※H27人事院勧告
準拠（H27補正）

2.0%

3.0%
※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）

消費税財源

1.3%
※H28人事院勧告
準拠（H28補正）

1.9%

2.0%

3.0%

1.1%
※H29人事院勧告
準拠（H29補正）

1.3%

1.9%

2.0%

3.0%

2.0%

0.8%
※H30人事院勧告
準拠（H30補正）

1.1%

1.3%

1.9%

2.0%

3.0%

2.0%

1.0%

※R1人事院勧告

準拠（R1補正）

0.8%

1.1%

1.3%

1.9%

2.0%

3.0%

2.0%

1.0%

7.8%

3.0%

2.0%

1.0%

7.8%

3.0%

2.0%

1.0%

3.0%

6.9%

0.9%

3.0%

2.0%

1.0%

3.0%

＋約３％
（月額9,000円）

安心こども基金におい
て創設

保育緊急確保事業で
事業継続

＋約５％
（月額15,000円）

公定価格に組み込む
（恒久化）

＋約７％
（月額21,000円）

＋約８％
（月額26,000円）

＋ ＋＋＋＋＋

技能・経験に着目した更なる処遇改善

＋約１１％

＋最大４万円
（月額35,000円

＋４万円）

＋約１２％

＋最大４万円
（月額38,000円

＋４万円）

＋約１４％

＋最大４万円
（月額45,000円

＋４万円）

＋約１４％

＋最大４万円
（月額44,000円

＋４万円）

＋約１７％

＋最大４万円
（月額53,000円

＋４万円）

＋約１７％

＋最大４万円
（月額53,000円

＋４万円）

△0 .3％
R2人事院勧告

準拠（R2補正） △0 .9％
R3人事院勧告

準拠（R4適用）

コロナ克服・新時代開拓

のための経済対策

新しい経済政策

パッケージ（消費税財源）

0.3兆円超メニュー

0.7兆円メニュー

（消費税財源）

コロナ克服・新時代開拓

のための経済対策

処遇改善Ⅰ

処遇改善Ⅱ
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公的価格評価検討委員会
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社会福祉連携推進法人
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地域における保育所・保育士等の
在り方に関する検討会
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幼児教育と小学校教育の
架け橋特別委員会
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こども家庭庁 関連
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関連情報
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令和３年11月８日
財政制度等審議会 財政制度分科会資料
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おわりに

ご清聴いただき、ありがとうございました。


